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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第88期 
第３四半期
連結累計期間

第89期 
第３四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 36,582 33,692 47,469

経常利益 (百万円) 1,494 302 1,642

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,136 207 1,144

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 950 527 924

純資産額 (百万円) 26,291 26,245 26,263

総資産額 (百万円) 63,028 63,372 59,453

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 12.55 2.29 12.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 41.7 41.4 44.2

　

回次
第88期 
第３四半期
連結会計期間

第89期 
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

1株当たり四半期純利益金額 (円) 7.27 2.99

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

 ておりません。

　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており　

 ません。 

　  ４．第88期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災からの復興に伴い緩やかながらも

回復基調を続けたものの、欧州諸国の財政・金融問題や米国の景気減速、中国をはじめとする新興諸国の

成長の減速など世界経済の下振れリスクが高まり、加えて円高の定着やタイでの洪水被害による影響な

ど多くの不安要因を抱えて、先行き不透明な状況で推移いたしました。

医薬品業界におきましては、高齢者の増加等に伴い増大する医療費の抑制により国内市場の高い成長

が期待できないなかで、海外資本の本格的参入や海外市場での特許切れ問題、さらに円高や後発医薬品の

普及促進などにより市場は大きく変化し、新しい時代に対応したビジネスモデルの再構築が求められる

など、経営環境は厳しさを増すところとなりました。

このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は、震災の影響によ

る減少分を挽回すべく懸命の営業努力を傾注いたしましたが、336億92百万円と前年同四半期と比べ28億

90百万円（7.9％）の減少となりました。

　利益面につきましては、売上減少に伴う売上原価と販売費及び一般管理費の占める割合が上昇したこと

により営業利益は６億36百万円と前年同四半期と比べ12億97百万円（67.1％）の減少、経常利益は３億

２百万円と前年同四半期と比べ11億91百万円（79.7％）の減少、当四半期純利益は２億７百万円と前年

同四半期と比べ９億28百万円（81.7％）の減少となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①医薬品事業

当セグメントにおきましては、東日本大震災の影響による茨城工場の供給体制や被災地域における製

品物流の混乱から、売上高は334億89百万円と前年同四半期と比べ28億92百万円（7.9％）の減少となり、

セグメント利益（営業利益）は５億53百万円と前年同四半期と比べ13億２百万円（70.2％）の減少とな

りました。

②不動産事業

　当セグメントにおきましては、所有する各テナントビルとも安定した賃貸収入を確保できたことによ

り、売上高は２億３百万円と前年同四半期と比べ２百万円（1.1％）の増加となり、セグメント利益（営

業利益）は82百万円と前年同四半期と比べ４百万円（5.6％）の増加となりました。

　

EDINET提出書類

扶桑薬品工業株式会社(E00953)

四半期報告書

 3/20



(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、633億72百万円と前連結会計年度末と比べ39億19百万円

（6.6％）の増加、負債は371億27百万円と前連結会計年度末と比べ39億37百万円（11.9％）の増加、純資

産は262億45百万円と前連結会計年度末に比べ18百万円（0.1％）の減少となりました。なお、自己資本比

率は41.4％と前連結会計年度末に比べ2.8％の減少となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

１. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企

業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが

必要であると考えております。上場会社である当社の株式については、株主、投資家の皆様による自由

な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方は、最終的には株主全体の意思により決定されるべきであり、当社の支配権の移転を伴う買収提案

があった場合、当社株式を売却するかどうかの判断も、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判

断に委ねられるべきものであると考えます。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、

これが当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業と真摯な交渉の機会等を持たず一

方的に、会社の支配権の移転を伴う買収提案等を強行する動きが顕在化しております。そして、株式の

大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買

付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との

協議・交渉を必要とするものなど、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあ

りません。当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企業価値の源泉等への十分な理解が不可欠であ

り、これらに対する十分な理解がなければ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保、向上させること

はできません。

　とくに、当社の企業価値の源泉は、①生命維持の基本となる輸液や透析剤等の血液体液用薬を、あらゆ

る障害や災害下にあっても安定的な供給を可能とする生産・供給体制、②人工腎臓用透析液を主力と

する血液体液用薬事業を通じて構築した日本全国の病院との広範かつ強固なネットワーク、③人工腎

臓用透析液を主力とする血液体液用薬市場における“ぶどうのマーク”や“キンダリー”の高いブラ

ンド力、④社会において「なくてはならない存在」として患者の方々の生命維持と社会生活を最優先

に、真摯に経営を継続してきたことによって構築された患者・卸・病院・株主・地域社会等のステー

クホルダーとの信頼関係、⑤当社の経営理念に誇りを持ち、患者の方々の生命維持と社会生活を最優先

に、一丸となって当社の成長・発展・進化を目指す従業員の存在にあると考えておりますが、当社株式

の大量買付をおこなう者が、かかる当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上

させられるのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない当社株式の大量買付を行う者は、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対
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しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要

があると考えます。

　
２. 基本方針の実現に資する特別な取組み

(1)　当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上のための取組みについて

　当社は、当社の強みである血液体液用薬を中心とした独創的な医薬品等の開発・供給を通して、患者

様の健康で豊かな生活の向上に貢献する事業活動を展開しております。また、製薬企業としての社会的

使命及び責任を深く自覚し、高い倫理観のもと法令遵守を徹底するとともに、株主をはじめとするス

テークホルダーの皆さまとの信頼関係の強化に努めることによって、企業価値の向上に重点をおいた

経営を推進しております。

　かかる基本理念のもと、当社は販売・製造・研究開発の３項目を経営の中長期的な重点課題として、

その実現に鋭意取り組んでおり、その概要は以下のとおりです。

① 販売に関する施策

• 透析剤トップメーカーとして、透析患者の方々にとって必要不可欠である透析剤の安定供

　　給を最重点課題とし、透析剤、血液ろ過型補液、生理食塩液及び透析関連品の血液凝固阻　

　　止剤、吸着型血液浄化器、透析器などの新たな需要市場を開拓し拡販を推進する。

　• 上市以来１５年に亘りＰＯＣＴ機器（ポイントオブケア検査）市場における確固たる地位

　　の確立を図っているポータブル型血液分析器アイ・スタットについても、院内ネットワー

　　クシステムとの接続を目的としたＣＤＳシステム（セントラル・データ・ステーション）

　　の拡販推進により更なるシェア拡大を図る。

　• 後発薬品市場拡大に即応し、ＤＰＣ制度（診断分類別包括評価支払制度）導入病院を中心

　　に、後発品採用に向けた積極的な営業活動を展開する。

　• 中・長期計画の柱として、現在開発中の口腔内貼付鎮痛剤「ＦＴＢ－８１２７」、大学発

　　ベンチャーとバイオ技術による共同研究開発提携しているがん治療用ワクチン薬の新生血

　　管阻害剤「ＯＴＳ－１０２」などの上市に向けた新たな領域の市場開拓戦略を推進する。

② 製造に関する施策

• 近年の国民医療費抑制策による薬価引き下げに対処するため生産の効率化、製造コストの

　　引き下げへの合理化に徹した設備投資を推進する。

　• 投与機関のニーズに即した、より安全性の高い容器を用いた血液ろ過用補充液サブラッドＢ

　　ＳＧを製造する。

　• 信頼性保証本部との連携のもと品質管理を徹底し製品ブランドの信頼性の向上へ総力を傾

　　注する。

　• 研究開発センターとの連携をも含めて、新薬の開発・量産化に備えた体制整備にも鋭意投

    資を進める。

③ 研究開発に関する施策

　• 新薬の開発期間の短縮はじめ開発コストの低減が製造コストの軽減に直結することを念頭

　　に当社の研究開発センター所属員一丸で業務の効率化に取り組む。

　• 主柱の透析剤、透析関連製剤の患者ニーズに即した新製品開発を進め、成熟市場を活性化

　　する新たな薬剤需要を掘り起こす市場深耕を図るとともに、遺伝子バイオ技術の応用によ

　　る新薬開発で新領域市場の開拓へ鋭意、投資を推進する。

(2)　コーポレートガバナンスの強化

当社は、取締役の業務執行を十分に監視するため、監査役３名のうち２名を社外監査役としておりま

す。加えて、当社は内部監査室及びコンプライアンス委員会、内部統制室を設置し、これらによる監視・
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統制も行っております。

　
３. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

　　を防止するための取組み

　当社は、上記1. 記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組みの一つとして、平成２１年６月２６日開催の第８６回定時株

主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）において、株主の皆様のご承認の下、「当社株式の大

量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導入しました。本プ

ランの概要は以下のとおりです。本プランは、当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保

有割合が２０％以上となる買付けその他の取得、若しくは当社が発行者である株券等について、公開買

付けを行う者の当該公開買付けに係る買付け等後の株券等所有割合及びその特別関係者の当該公開買

付けに係る買付け等後の株券等所有割合の合計が２０％以上となる公開買付け若しくはこれらに類似

する行為又はこれらの提案（以下「買付等」といいます。）を適用対象とします。

　本プランでは、買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付等

に関する情報の提供を求め、独立性の高い社外監査役と有識者等のみから構成される独立委員会が当

該買付等の内容の検討等を行うための手続を定めています。

  独立委員会は、買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う場合、当社

の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合等、本プランに定める

要件に該当する買付等であると判断した場合には、原則として、当社取締役会に対し、買収者等による

権利行使は（一定の例外事由が存する場合を除き）認められないとの行使条件及び当社が買収者等以

外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項等が付された新株予約権（以下

「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。当社取締役会は、独

立委員会の上記勧告を最大限尊重して、本新株予約権の無償割当て実施又は不実施に関する決議を行

います。当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約権をそ

の時点の当社を除く全ての株主に対して無償割当ての方法により割り当てます。

　本プランの有効期間は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までです。但し、その有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会にお

いて本プランに係る本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への上記委任

を撤回する旨の決議が行われた場合、又は、②当社取締役会若しくは株主総会により本プランを廃止す

る旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなります。
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４. 上記各取組みについての取締役会の判断及びその理由

　上記２.「基本方針の実現に資する特別な取組み」に記載した各施策は、当社の企業価値・株主共同

の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本

方針の実現に資するものです。従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合

致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　上記３.「基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み」に記載した本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該

買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすること

により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、買収防衛策に関する指針等の要件を充足していること、株主意思を重視するもので

あること、取締役の恣意的判断を排除するため本プランの発動及び運用に際しての実質的な判断が独

立性の高い社外監査役と有識者等のみから構成される独立委員会により行われること、合理的な客観

的要件が充足されなければ本プランが発動されないように設定されていること、デッドハンド型やス

ローハンド型の買収防衛策ではないこと等の理由から、本プランは当社の株主の共同の利益を損なう

ものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

(4)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は12億42百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 94,511,69094,511,690

大阪証券取引所
市場第一部
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
1,000株であります。

計 94,511,69094,511,690 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 94,511,690 ― 10,758 ― 10,000

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

3,958,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

89,271,000
89,271 ―

単元未満株式
普通株式

1,282,690
― ―

発行済株式総数 94,511,690― ―

総株主の議決権 ― 89,271 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれておりま  

   す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれておりま　

   す。

     ２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　 記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をして

   おります。

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

扶桑薬品工業株式会社
大阪市中央区道修町
一丁目７番10号

3,963,000― 3,963,000 4.19

計 ― 3,963,000― 3,963,000 4.19

　

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,833 6,408

受取手形及び売掛金 19,042 ※1
 19,590

商品及び製品 5,318 6,164

仕掛品 82 130

原材料及び貯蔵品 1,063 1,241

その他 764 683

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 30,103 34,216

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,780 8,429

土地 11,344 11,344

その他（純額） 3,942 4,006

有形固定資産合計 24,067 23,779

無形固定資産 201 166

投資その他の資産 5,081 5,208

固定資産合計 29,350 29,155

資産合計 59,453 63,372

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,249 ※1
 11,897

短期借入金 6,168 7,358

未払法人税等 62 81

賞与引当金 805 409

その他の引当金 434 349

その他 4,573 5,694

流動負債合計 23,293 25,790

固定負債

社債 350 250

長期借入金 5,384 7,113

退職給付引当金 1,016 1,232

その他の引当金 243 239

その他 2,901 2,499

固定負債合計 9,895 11,336

負債合計 33,189 37,127
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,758 10,758

資本剰余金 15,010 15,010

利益剰余金 6,372 6,036

自己株式 △1,406 △1,408

株主資本合計 30,734 30,396

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2 23

繰延ヘッジ損益 △54 △39

土地再評価差額金 △4,414 △4,134

その他の包括利益累計額合計 △4,471 △4,151

純資産合計 26,263 26,245

負債純資産合計 59,453 63,372
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 36,582 33,692

売上原価 25,875 24,327

売上総利益 10,706 9,365

返品調整引当金戻入額 10 2

差引売上総利益 10,717 9,368

販売費及び一般管理費 8,784 8,731

営業利益 1,933 636

営業外収益

受取利息 8 5

受取配当金 44 48

保険関係収益 11 71

投資有価証券受贈益 45 －

その他 96 56

営業外収益合計 207 181

営業外費用

支払利息 239 195

生命保険料 91 98

投資事業組合運用損 56 103

その他 258 118

営業外費用合計 646 514

経常利益 1,494 302

特別利益

前期損益修正益 27 －

その他 4 －

特別利益合計 31 －

特別損失

たな卸資産廃棄損 332 －

固定資産除却損 36 65

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 51 －

その他 0 －

特別損失合計 421 65

税金等調整前四半期純利益 1,104 237

法人税、住民税及び事業税 36 88

法人税等調整額 △69 △58

法人税等合計 △32 29

少数株主損益調整前四半期純利益 1,136 207

四半期純利益 1,136 207
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,136 207

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △154 25

繰延ヘッジ損益 △31 14

土地再評価差額金 － 279

その他の包括利益合計 △186 319

四半期包括利益 950 527

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 950 527

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

 
（退職給付引当金）

当社は、平成23年12月１日に退職金規定の改定を行い、適格退職年金制度から確定給付企業年金制度及び確定拠

出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し

ております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（法定実効税率の変更）

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以後開始する連結会計年度より

法人税率が引き下げられ、また、一定期間内、復興特別法人税が課されることとなりました。

これに伴い、平成24年４月１日以後開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰

延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は40.6％から38.0％に変動いたします。また、平成27年４月

１日以後開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負

債を計算する法定実効税率は38.0％から35.6％に変動いたします。

この法定実効税率に基づき計算した当第３四半期連結会計期間末の繰延税金資産（流動）は34百万円減少、繰

延税金資産（固定）は66百万円減少、繰延税金負債（固定）は３億83百万円減少しました。その結果、法人税等調

整額（貸方）は０百万円増加、土地再評価差額金（借方）は２億79百万円減少、その他有価証券評価差額金（貸

方）は１百万円増加しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。
　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 － 133百万円

支払手形 － 0　〃

　

　
(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 1,547百万円 1,397百万円

　

　
　
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 271 3.00平成22年３月31日平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月５日
取締役会

普通株式 271 3.00平成22年９月30日平成22年12月６日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。

　

　

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 271 3.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月９日
取締役会

普通株式 271 3.00平成23年９月30日 平成23年12月６日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
医薬品事業 不動産事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 36,381 200 36,582

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 0 0

計 36,381 201 36,583

セグメント利益 1,856 77 1,934

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,934

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 1,933

　

　
　
Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
医薬品事業 不動産事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 33,489 203 33,692

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 33,489 203 33,692

セグメント利益 553 82 636

(注)  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 12円55銭 ２円29銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,136 207

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,136 207

普通株式の期中平均株式数(千株) 90,579 90,554

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　
２ 【その他】

第89期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当について、平成23年11月９日開催の取締

役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

①  配当金の総額                                  271百万円

②  １株当たりの金額                                3円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月９日

扶桑薬品工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松    嶋    康    介    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    髙    﨑    充    弘    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑
薬品工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、扶桑薬品工業株式会社及び連結子会社の平成
23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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